
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“ 世界が急速に動き出すと同時に、我々の活動にもスピードが要求されます 

時代に遅れることの無いよう取り組んでまいります” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

群 馬 ヰ セ キ 販 売 株 式 会 社  

作 成 ： 2023 年 3 月 27 日  

対 象 期 間 ： 2022 年 1～ 12 月  
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企業理念  

 
私 た ち 群 馬 ヰ セ キ は 、 農 業 機 械 と 農 業 関 連 商 品 （ 製 品 ） の 販 売 や ア フ タ ー サ ー ビ

ス を 通 じ て 、 季 節 の 移 り 変 わ り や 、 太 陽 と 水 、 そ し て 、 大 地 の 恵 と 言 っ た 地 球 の 自

然 と 深 く 関 わ る 農 業 と 共 に 生 き て お り ま す 。 私 た ち は 農 業 を 支 援 す る こ と で 日 本 の

食 を 守 り 、 よ り 安 全 な 食 材 を 消 費 者 に 供 給 す る 一 端 を 担 う こ と が 使 命 で あ る と 考 え

て お り ま す 。 そ の た め に 環 境 に 優 し い 事 業 活 動 を 行 う と と も に 、 我 々 の 事 業 活 動 が 、

地 域 社 会 や 地 球 環 境 と 深 く 関 わ り 合 っ て い る こ と を 認 識 し 、 お 客 様 や 地 域 と の 相 互

信 頼 の も と に 、 事 業 活 動 を 通 じ て 環 境 の 維 持 、 改 善 に 積 極 的 に 取 り 組 み 、 考 え 、 行

動 す る こ と で 、 環 境 に 対 す る 継 続 的 改 善 を 実 行 す る こ と を 目 指 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

環境経営方針  

 

１ 、 環 境 に 関 連 す る 法 規 制 等 を 遵 守 し ま す 。  

２ 、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム （ EA-21 の 考 え 方 ） を 効 果 的 に 運 用 し 環 境 問 題 の

リ ス ク を 回 避 し ま す 。  

３ 、 環 境 保 全 の た め 、 次 の 重 点 事 項 の 取 り 組 み を 行 い ま す 。  

１ ） 当 社 に か か る 資 源 ・ エ ネ ル ギ ー の 削 減 に 取 り 組 み ま す 。  

２ ） 廃 棄 物 の 削 減 に 努 め ま す 。  

３ ） 水 使 用 量 の 抑 制 と 適 正 使 用 に 努 め ま す 。  

４ 、 当 社 の 環 境 経 営 レ ポ ー ト を 公 表 し 、 環 境 シ ス テ ム を 継 続 的 に 改 善 し な が ら 環

境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 積 極 的 な レ ベ ル ア ッ プ を 行 い ま す 。  

５ 、 農 業 の 環 境 に 及 ぼ す 影 響 を 農 業 機 械 ・ 資 材 の 販 売 を 通 し て 最 小 限 に 抑 え る た

め の 支 援 を 行 っ て い き ま す 。  

 

こ の 環 境 経 営 方 針 は 、 要 求 が あ っ た 場 合 、 社 外 の 人 に も 公 開 し ま す 。  

改 訂 2019 年 5 月 10 日  

群 馬 ヰ セ キ 販 売 （ 株 ） 最 高 責 任 者  

代 表 取 締 役   木 村  英 男  
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事業活動の概要  

 

（ １ ） 事 業 社 名 及 び 代 表 者 名  

群 馬 ヰ セ キ 販 売 株 式 会 社  

代 表 取 締 役   木 村 英 男  

 

（ ２ ） 本 社 所 在 地  

前 橋 市 天 川 大 島 町 116 

 

（ ３ ） 事 業 の 規 模  

設  立   昭 和 36 年 6 月 5 日  

資本金   4,500 万 円  

従 業 員 数    97 名 （ Ｒ 5/12）  

 

（ ４ ） 環 境 保 全 関 係 の 最 高 責 任 者 ・ 管 理 責 任 者 及 び 連 絡 先  

最 高 責 任 者  木 村  英 男  代 表 取 締 役  

環 境 管 理 責 任 者  佐 藤  幸 治  取 締 役  

連 絡 先  電話 ０ ２ ７ － ２ ６ ３ － ３ ２ １ １  

FAX ０ ２ ７ － ２ ６ ３ － １ １ ５ ４  

 

（ ５ ） 営 業 拠 点  

前橋営業所、高崎営業所、太田営業所、嬬恋営業所、伊勢崎営業所、渋川営業所 

館林営業所、宮城営業所、赤堀営業所、昭和村営業所、西部営業所、 

系統推進部、育苗センター 

 

（ ６ ） 事 業 内 容  

各 種 農 業 機 械 、 公 園 緑 地 管 理 機 械 の 販 売  修 理  

農 業 資 材 、 肥 料 、 農 薬 、 土 壌 改 良 材 の 販 売  

自 動 車 、 家 電 品 、 健 康 医 療 器 、 格 納 庫 等 生 活 関 連 商 材 の 販 売  

ラ イ ス セ ン タ ー 、 育 苗 プ ラ ン ト 等 の 施 設 推 進 事 業  

コ イ ン 精 米 機 事 業 、 コ イ ン 無 人 販 売 機 販 売  

損 害 保 険 、 生 命 保 険 代 理 業 務  
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・環境経営方針の策定

・環境管理責任、環境事務局、省エネ責任者の任命

・方針、目標をはじめ全体の見直し行い必要な場合は改定を指示する

・システム構築と合理的・効率的な運用を図る

・目的を達成するため事務局に指示し部門には適切な指示をする

・社長及び環境管理責任者の指示を受け各部門への指示・連絡、日程のフォロー、

日常的な課題の解決、調整を行うシステム構築と合理的・効率的な運用を図る

・電気、燃料、水、廃棄物の管理を行い、その削減、抑制を指導する

・環境への負荷、取り組みの自己チェック、法律の遵守状況のチェックを実施する

委員長（最高責任者 社長）

環境管理責任者（営業本部）

事務局（総務部）

渋

川

（

営

）

館

林

（

営

）

宮

城

（

営

）

赤

堀

（

営

）

昭

和

村

（

営

）

西

部

（

営

）

特

販

部

整

備

工

場

前

橋

（

営

）

高

崎

（

営

）

太

田

（

営

）

嬬

恋

（

営

）

伊

勢

崎

（

営

）

拠点

系

統

推

進

部

育

苗

セ

ン

タ

ー

総

務

部

営

業

管

理

部

施

設

部

省エネ責任者

本社

 

（ ７ ） 対 象 組 織   

本 社 事 務 所 ： 認 証 ・ 登 録 日 ： 2006 年 3 月 30 日  

本 社 整 備 工 場 （ 2007 年 認 証 登 録 ）  

前 橋 営 業 所 （ 2012 年 3 月 認 証 登 録 ）  

高 崎 営 業 所 、 太 田 営 業 所 、 嬬 恋 営 業 所 、 伊 勢 崎 営 業 所  

渋 川 営 業 所 、 館 林 営 業 所 、 宮 城 営 業 所 、 赤 堀 営 業 所  

昭 和 村 営 業 所 、 西 部 営 業 所 、 育 苗 セ ン タ ー 、 系 統 推 進 部  

(2016 年 3 月 認 証 登 録 ) 

 

環境活動の実施体制  
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環境経営計画  

 

 

１ ） 資 源 ・ エ ネ ル ギ ー の 削 減 取 組  

【電力、ガス】 

・運転時間の適正化、室内温度のチェック、空調機器の定期清掃、自然光の取り入れ 

【ガソリン、軽油】 

・ 暖気運転の抑制、急発進急加速の抑制、走行距離の把握管理、運転記録簿の管理 

 

 

２ ） 廃 棄 物 の 削 減  

・マニフェストの管理、収集場所の整理整頓、再生品の購入 

 

 

３ ） 水 使 用 量 の 抑 制 と 適 正 使 用  

・日常的な節水の推進 

 

 

4）コピー用紙の管理 

・コピー、印刷の適正化、ミスコピーの防止、裏面利用、両面コピーの推進、古紙及び再

生紙の推進 

 

 

5）環境配慮製品 

・環境に配慮した製品の販売促進 

 

 

6）修理控除においての環 境 負 荷 の 軽 減  

・近隣住民への騒音、悪臭等の防止、危険物等の使用及び管理、廃油の取扱い、工場内の

整理、整頓、清掃 
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環境経営目標  

 

‐ 5‐  

 

 

環境活動取組結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準値：全社開始年

2021 2022 2023 2024 2025

73,471 73,100 72,729 72,729 72,729

1.0% 1.5% 2.0% 2.0% 2.0%

60,099 59,485 59,485 58,872 58,259

2.0% 3.0% 3.0% 4.0% 5.0%

83,264 83,264 82,423 82,423 82,002

1.0% 1.0% 2.0% 2.0% 2.5%

9,698 9,698 9,698 9,698 9,698

2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 2.0%

797.9 789.1 780.2 771.3 762.5

10.0% 11.0% 12.0% 13.0% 14.0%

63,156 63,156 63,156 63,156 63,156

1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0%

49,277 49,277 49,277 49,277 49,277

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7,831 7,831 7,831 7,831 7,831

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

144,256 142,784 141,312 139,840 138,368

2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0%

3,081 3,050 3,019 3,003 2,988

1.0% 2.0% 3.0% 3.5% 4.0%

253.1 250.6 248.0 245.4 242.9

1.5% 2.5% 3.5% 4.5% 5.5%

業務用電力 36,809 36,441 36,257 36,073 36,073 36,073

低圧電力 30,417 29,809 29,504 29,504 29,200 28,896

従量電灯C 45,496 45,041 45,041 44,586 44,586 44,359

従量電灯B 4,908 4,810 4,810 4,810 4,810 4,810

ＬＰガス 2,661.0 2,395 2,368 2,342 2,315 2,288

レギュラー 148,107 146,626 146,626 146,626 146,626 146,626

軽油 129,319 129,319 129,319 129,319 129,319 129,319

灯油 19,499 19,499 19,499 19,499 19,499 19,499

（㎏-co2） 417,216 413,939 413,424 412,759 412,428 411,870

二

酸

化

炭

素

排

出

量

水
3,112 2,992

（ｍ3）

産業廃棄物
257 223

（トン）

灯油
7,831 7,831

（リットル）

コピー用紙
147,200 137,690

（枚）

レギュラー
63,794 63,185

（リットル）

軽油
49,277 53,252

（リットル）

従量電灯B
9,896 9,836

（30A&50A）

ＬＰガス
886.6 790

（㎏）

低圧電力
61,325 58,449

（kWh）

従量電灯C
84,105 82,206

（kVA）

項   目
基準値

(2016)

中長期単年度目標「群馬ヰセキ」 過去5ヶ年

平均

業務用電力
74,213 72,805

（kWh）

廃棄物 排出量削減

グリーン購入 グリーン購入の推進

環境配慮製品 環境に配慮した製品の販売促進

項  目 目   標

地球温暖化防止 エネルギー起源のCO２排出量削減

水使用量 水使用量削減
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環境活動取組結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全社登録をした 2016 年の実績を基準値とし 2016 から 2020 年の平均値を最終目標値として設定。 

結果は上表の通りとなった。二酸化炭素の排出量においては、2021、2022 年と目標値を大幅に削

減することができた。これは 2020 年から省エネ設備へ入替してきたことが成果につながったとい

える。個別にみても全体的に削減できていることから 2023 年から 2025 年まで中長期目標の見直

しを図り、あらたに最終目標を設定し取り組んでいきたい。 

 

 

業務電力 KWh 73,100 61,087 ▲ 16.4％

低圧電力 （ｋW) 59,485 58,359 ▲ 1.9％

従量電灯C （ｋＶA） 83,264 73,984 ▲ 11.1％

従量電灯B （A） 9,698 11,632 19.9%

ガス（ＬＰＧ） ｋｇ 789 600 ▲ 24.0％

レギュラー Ｌ 63,156 67,374 6.7%

軽油 Ｌ 49,277 45,731 ▲ 7.2％

灯油 Ｌ 7,831 6,898 ▲ 11.9％

水道 ｍ3 3,050 2,605 ▲ 14.6％

廃棄物 ﾄﾝ 250 213 ▲ 14.8％

コピー用紙 枚 142,784 144,950 1.5%

業務電力(kwh) 36,257 27,917 ▲ 23.0％

低圧電力（ｋW) 29,504 23,810 ▲ 19.3％

従量電灯C（ｋＶA） 45,041 30,185 ▲ 33.0％

従量電灯B（A） 4,810 4,746 ▲ 1.3％

ガス（ＬＰＧ） 2,368 1,802 ▲ 23.9％

レギュラー 146,626 156,309 6.6%

軽油 129,319 117,988 ▲ 8.8％

灯油 19,499 17,178 ▲ 11.9％

413,424 379,935 ▲ 8.1％

※排出係数はR3年度実績 R5.1.24環境省・経済産業省公表資料より

東京電力 0.457kg-co2/kwh、エネット0.408kg-co2/kwhを使用した

トラクタ ― 40.1% ―

コンバイン ― 44.4% ―

田植機 ― 51.6% ―

結果

エコ認定商品販売率

2022年

目標値

使

用

量

C

o

2

排

出

量

kg-CO2

総排出量

項目 単位
2022年

実績
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環境活動取組結果  
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環境活動の取組評価  

 

 

こ れ か ら 当 社 が 目 指 す エ コ ア ク シ ョ ン 21 の 活 動 に つ い て  

ここ数年、逐次毎月の電気、水、石油燃料、ガス、紙等の数値を各所でチェックしながら、大きな

変動があった際は原因を突き止め短期間で対策を講じ解決を図るよう努力しています。ただし、こ

のような努力も無駄とは言いませんが数値だけに左右されて右往左往しているだけでは先に進め

ません。否応なしに経営環境の変化や自然環境の変化が原因で数値が変動してしまうため、数値の

束縛から離れていく必要があります。 

昨今、当社の ECO ACT２１は外に向かっての働きかけを強めています。 

メイン取り扱い商材である農業機械の中にあってもシンプル機能のエコな商品、環境にやさしいエ

ンジンへの切り替え、スマート農機（自動運転・自動施肥・データ管理 etc）の推進などによりユ

ーザーや地球環境にやさしい農業機械の普及を目指すこと・・・。この方向性で次のステップを目

指してまいります。 

 

 

2022 年 の 取 組 と 環 境 負 荷 実 績 に つ い て  

第 3 中 長 期 が ス タ ー ト し 2 年 目 。 目 標 値 に 対 し 昨 年 に 続 き 成 果 が 上 げ ら れ た 。

特 に 二 酸 化 炭 素 の 排 出 量 は 、 省 エ ネ へ の 入 替 で 大 き な 成 果 が 上 げ ら れ た 。  

 

 

環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に つ い て  

社 外 で は 環 境 経 営 レ ポ ー ト の 公 表 、 社 内 で は 環 境 経 営 レ ポ ー ト を 活 用 し 成 果 の

確 認 と 意 識 的 効 果 に 繋 げ て い ま す 。 ま た 急 激 な 変 化 が 生 じ た と き は 原 因 究 明 が

図 れ る よ う 実 績 の チ ェ ッ ク を 定 期 的 に し て い ま す 。  

 

 

環 境 配 慮 製 品 に つ い て  

新 た な 方 向 性 で あ る 「 地 球 環 境 に 優 し い 農 業 機 械 の 普 及 を 目 指 す こ と 」 、  

社 員 一 人 ひ と り が 井 関 エ コ 商 品 に 関 心 を 持 ち 、 営 業 に お い て は 、 そ の 知 識 を 深

め お 客 様 へ エ コ 商 品 の 紹 介 や 情 報 提 供 な ど 普 及 活 動 へ 繋 げ て い き た い 。  

 

 

 

次 年 度 の 取 組 に つ い て  

当社ならではの取組として、社内での脱炭素化推進をベースに、社外に向けて取扱商品を通して環

境負荷軽減・削減に取り組んでいきたい 
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環境活動の取組評価  

〇

〇

〇

〇

〇

自然光を取り入れる工夫 ブラインド等の活用 〇

省エネルギー型照明機器 〇

照明機器管理　 定期的な清掃、 スイッチの管理 〇

空調機器の管理 照明点灯箇所のチェック 〇

エレベーターの使用制限 運転時間の適正化、適温励行（夏28℃、冬23℃） 〇

ブラインドの利用、工夫調整 窓、出入り口の開放禁止 〇

使用量の把握管理

給湯温度の調整、 タイマー制御 給湯時の湯量調整 〇

タイマー管理 〇

ボイラーの休止期間の設定（6～9月） 〇

毎月のメーター確認 節水型製品の購入 ×

マニフェストの管理

分別収集の徹底 定期的な清掃の実施 〇

収集場所の整理整頓 処分場の見学 〇

運転記録簿の管理 運転記録簿 〇

経済運転の徹底 エコドライブ10の取組 〇

車輌チェック タイヤ空気圧 〇

文書、資料の共有化 両面コピー、 両面印刷、 ミスコピーの防止 〇

コピー印刷の適正化 縮小機能の利用 △

ペーパーレス化の導入 ファイリングシステムの整備、 電子メール △

グリーン購入 古紙配合率の高い用紙の使用 コピー用紙、 封筒、 名刺、 帳票類、 OA用紙 〇

文具 古紙配合率の高い印刷物の発注 パンフレット、 ノート、 ファイル 〇

事務機器 再生紙が使用されている製品の使用 綴込用紙、 付箋紙 〇

容器 再生された製品の購入  トイレットペーパー、 リサイクルトナー 〇

詰替え可能な製品の購入 ボールペン、 蛍光ペン、 液体のり、 消臭剤 〇

その他 使用済封筒、 回収箱設置 〇

製品 販売台数

産業廃棄物の適正処理、マニフェストの交付 〇

汚水、廃油等の漏れ等による環境汚染防止 〇

緊急事態への対応 防災時の緊急連絡網の確認、防災マニュアルの周知 〇

所員への教育 朝礼の活用、所内での貼り紙 〇

取組内容（社員） 評価

評価：○…取り組んでいる、△更に取組みが必要、×取り組んでいない

環境への負荷の自己チェック 各種負荷状況の数値把握、環境保全への取り組み状況の把握と評価を
行う

〇

配慮項目

環境関連法規の取りまとめ
環境関連法規情報の見直し

現場パトロール（本社）
環境上の緊急事態に該当する事項はないか確認する

取組項目（部署）

環境への取り組みの自己チェック

実行計画管理表の作成（次年度）
環境への負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己
チェックの結果から重点項目を選び実行計画管理表に含める

取組状況の確認と問題の是正 達成状況の評価。未達成要因の問題点の確認

法律などの順守状況のチェック

環境経営レポートの作成

使用量の把握管理

環境配慮商品の販売推進

〇
現場パトロール（営業所）

繰り返し利用

緊急事態の特定 火災発生に備えた避難訓練等の実施

自然エネルギーの活用

省エネルギー型設備機器

電気使用量の抑制

ガス

使用量の抑制

使用量の把握管理

環境関連法規の遵守

水

日常的な節水の推進　

使用量の把握管理

廃棄物

排出量の抑制

処分業者の処理場見学

コピー用紙

使用量削減

実績の把握

自動車燃料

使用量の削減

使用量の把握管理

省エネ・省資源
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これから当社が目指す ECO ACT 21 

ここ数年、逐次毎月の電気、水、石油燃料、ガス、紙等の数値を各所でチェックしながら、大きな

変動があった際は原因を突き止め短期間で対策を講じ解決を図るよう努力しています。ただし、こ

のような努力も無駄とは言いませんが数値だけに左右されて右往左往しているだけでは先に進め

ません。否応なしに経営環境の変化や自然環境の変化が原因で数値が変動してしまうため、数値の

束縛から離れていく必要があります。 

昨今、当社の ECO ACT２１は外に向かっての働きかけを強めています。 

メイン取り扱い商材である農業機械の中にあってもシンプル機能のエコな商品、環境にやさしいエ

ンジンへの切り替え、スマート農機（自動運転・自動施肥・データ管理 etc）の推進などによりユ

ーザーや地球環境にやさしい農業機械の普及を目指すこと・・・。この方向性で次のステップを目

指してまいります。 

 

 

エコ商品の紹介 「 井 関 農 機 HP よ り 」  
 

☆トラクタジアス NTA5 直進アシスト使用 

排出ガス規制に対応したエンジンの搭載や GPS による位置情報とジャイロセンサを用いた車体の

傾きを補正するシステムの組み合わせにより、ハンドル操作をせずに自動的に直進走行可能なジア

ス NTA5 直進アシスト仕様を「エコ商品」と認定しました。広いほ場で直進性を維持するには熟練

者の経験、技術が必要であり膨大な面積の作業には疲労を伴います。直進アシストにより直進時の

ハンドル操作は不要となり、快適に走行することができます。農林水産省の「みどりの食料システ

ム戦略」では、直進アシストを含む自動走行技術は高精度な位置情報の活用で誰もが高い精度で作

業可能になり、作業のムラやムダを減らし、省エネに貢献するとされています。 

 

☆フロンティアファイター HFR475、5075 

排ガス規制に対応したエンジンの搭載や作業中のエンジン負荷、車速、揺動棚の層厚に応じて作業

回転範囲内（グリーンゾーン）でエンジン回転を自動的にコントロールする IQ 脱穀制御を搭載し

たフロンティアファイターHFR475、5075（4・5 条）を「エコ商品」に認定しました。 

旋回や倒伏稲などの低速作業時に唐箕の風量を最適化して、脱穀ロスを低減します。 

作業時には脱穀機の負荷レベルが操作席中央のモニタに表示されるので最適な設定で刈り取りを 

行うことができます。 
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エコ商品の紹介 「 井 関 農 機 HP よ り 」  

☆土壌センサ搭載型可変施肥田植機 直進アシストシステム「オペレスタ NP80D」 

 

最適施肥により、倒伏軽減と施肥量削減で省力・低コスト化を実現する「可変施肥田植機」に、誰

でも簡単にまっすぐ植えることができる「直進アシスト機能」を追加した田植機を「スーパーエコ

商品」に認定しました。自動直進機能により、オペレーターの疲労軽減、作業の効率化につながり

ます。また、田植え時に水が多くマーカー跡が見えなくても田んぼの水量を調整する必要がないた

め、農業用水の節水や水質保全に貢献します。 
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環境関連法規などの遵守状況並びに違反、訴訟の有無  

当 社 に 適 用 と な る 主 な 環 境 関 連 法 規  

チェック項目

・法12-5処分許可書業者への委

託

・法12-3マニフェストの保管

・法12-3マニフェスト交付状況

届

・法6適切な引き渡し、リサイ

クル料金の支払い

・法5所有者の責務

・法73使用済自動車のリサイク

ル

・法9-4少量危険物の取扱

・法17消防用設備等の設置

・法17-3消防用設備等の点検

・法7規制基準の遵守

・法11定期検査の実施

・法10保守点検及び清掃

・法7分別して排出小型家電リサイクル法
再資源化を適正に実施し得る者に引き渡す

よう努める
社内の小型家電 ○

遵法欄：○は問題なし、×は即対処、△は再調査後問題あれば対処｡

悪臭防止法
整備工場において悪臭が発生すると思われ

る作業については、防止対策を講ずる
修理工場 ○

浄化槽法 保守点検及び清掃 浄化槽 〇

消防法

市火災予防条例に基づく少量危険物の取扱

に関する事項の遵守。又当社の消防計画に

沿って避難訓練を実施し、計画が効果的か

の見直しを図る

事務所

部品庫

修理工場

○

フロン排出抑制法

特定製品が廃棄される場合、フロン類の適

正かつ確実な回収、破壊及び排出の抑制に

必要な措置を講ずる ・法16簡易点検

・法86フロン類の放出禁止
エアコン設備 ○

第一種特定製品（対象設備）の把握と簡易

点検の実施及び記録簿の保存

家電リサイクル法

使用している家電製品をなるべく長期間使

用することにより、廃棄物の排出を抑制す

るよう努める。又排出時には小売業者への

適切な引渡し及びリサイクル料金を支払

社内の特定家電製品 ○

自動車リサイクル法

自動車をなるべく長期間使用することによ

り、使用済自動車となることを抑制するよ

う努める。又資金管理法人への再資源化等

預託金の預託義務と引取業者への使用済自

動車の引渡しを義務とする

当社所有自動車 ○

関係する主な環境関連法規 当社における要求事項 対象施設 遵法

廃棄物処理法

産業廃棄物処理業者と委託契約を締結しマ

ニフェストの管理を徹底する。またゴミの

分別を徹底することやゴミ置き場とその周

辺の整備に努める

ゴミ置き場 ○

 
環 境 関 連 法 に 関 す る 訴 訟 、 法 律 違 反 、 苦 情 は あ り ま せ ん 。  
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代表者による総評  
 

当社は井関グループの一員として農機の販売を通し、社会とつながっておりますが 

エコアクション 21 への取組も社内的には環境への負荷をどれだけ減らしていけるかの課題に向け

全社を挙げ実践してまいりましたが、加えて最近では本業であります農業機械の販売において 

1. 農業コストの削減 

1）機能を絞った低価格機械 

2）肥料・農薬等の低減可能な機械 

２. 環境負荷の低減 

  １）省エネ、排ガス機能に優れたエンジン搭載農機 

  ２）脱炭素化(電動機械の開発・販売) 

３. 農業の効率化 

  １）農作業のロボット化 

  ２）ICT 利用の情報の蓄積・共用   等 

外に向けて農業のＳＤＧs を見据えた展開も含め活動範囲を広めております。 

コロナ禍も終わりが見えてきた感があります。世界が急速に動き出すと同時に、我々の活動にもス

ピードが要求されます。時代に遅れることの無いよう今後も取り組んでまいります。 


